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道路・公園等の公共施設の整備、老朽建築物の除却・建替えや、備蓄倉庫の設置、防災マップの作成、
避難・消火訓練等を促進することにより、ハード・ソフトの両面から密集市街地の整備改善を推進

※ 密集市街地のうち、延焼危険性や避難困難性が特に高く、地震時等における最低限の安全性が確保されていない、著しく危険な密集市街地

【地震時等に著しく危険な密集市街地 （H24年10月公表）】

※H24.10公表後、R2に145ha(横浜市)追加

著しく危険な密集市街地※の面積の解消率 ７７％（令和６年度末) １００％（令和12年度末）

危険密集市街地の面積の推移

目標は住生活基本計画（全国計画）（令和８年３月閣議決定）
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危険密集市街地に関する状況と課題
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密集市街地の安全性確保に向けた取組の考え方

・市街地大火の延焼防止
・広域避難の確保

道路等の整備、
沿道建築物の不燃化

広域的避難場所の整備

・街区レベルの延焼防止による市
街地大火への拡大の防止
・一次避難路の確保

老朽建物の除却、空地の整備、
避難路の確保、沿道の耐震化

共同建替による不燃化

道路等による
「防災環境軸」の形成

街区内部の整備

≪密集市街地の整備イメージ≫
【従前】 【従後】

避難路の整備例（大阪府門真市門真本町地区）

共同建替えによる不燃化の例（東京都墨田区京島地区）

現状の課題 老朽木造建築物の建て詰まり、倒壊危険性
可燃物の集積、 着火の恐れ、 避難路を塞ぐ

狭あいな道路、行き止まり道路が多い
避難が困難、 接道不良による建替が困難

・延焼拡大を防ぐための、延焼遮断帯の形成、公園等のまとまった空地の整備、老朽建築物の除却

・共同建替や個々の住宅の建替え等による建物の不燃化

・各住宅から安全な避難地への避難を確保するための、道路の整備及び沿道建築物の耐震化

改善の手法

避難困難性の解消 「避難地・避難路等の確保」改善の基本方針 延焼危険性の解消 「延焼の拡大防止」

【従前】 【従後】

地域防災力の向上に資するソフト対策 2



住宅市街地総合整備事業(密集住宅市街地整備型)
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【整備地区の要件】
・重点整備地区を一つ以上含む地区
・整備地区の面積が概ね５ha (２ha)※以上
・原則として住宅戸数密度が30戸/ha以上の地区
【重点整備地区の要件】
・重点整備地区の面積が概ね１ha (0.5ha)※以上
・地区内の換算老朽住宅戸数が50戸(25戸)※以上
・住宅戸数密度と老朽住宅の割合が一定以上 事業に関連する公共施設(道路・都市公園・河川等)の整備(交付率：通常事業に準ずる)

共同・協調化建替
個別建替（防災建替え・認定建替え）
除却等、共同施設整備、空地整備等(交付率:1/3)

老朽建築物、
空き家等の除却
買収費、除却工事費、
通損補償等(交付率：
1/2、1/3、2/5)

従前居住者用受け
皿住宅の整備
調査設計計画、従前居住
者用賃貸住宅整備等
(交付率:1/３、1/2、2/3)

地区内の公共施設
(道路、公園、広場、コミュ
ニティ施設等)の整備
(交付率：地方公共団体
1/2、民間事業者等1/3等)

沿道建築物の不燃化
延焼遮断帯形成事業
一定の要件を満たす沿道建
築物の外壁・開口部・屋根
等の整備等（交付率：
1/3)

共同化による防災性の向上
（耐火又は準耐火建築物）事業前

事業後

調査設計計画（権利変換計画作成を含む）土地整備、共同施設整備
（交付率：1/3）

市街地大火の延焼防止／広域避難の確保

街区レベルの延焼防止／一次避難路の確保

「防
災
環
境
軸
」の
形
成

街
区
内
部
の
整
備

防災街区整備事業

ソ
フ
ト
対
策

計
画
策
定
・

調査・計画策定
事業化コーディネート・協議会活動・地域防災力の向上に資するソフト対策支援等
（交付率：1/2、1/3等）

権利変換方式
（除却、移転について
の強制力の付与）

事業前

防災上課題のある
密集市街地の整備改善

事業後

「防災環境軸」の形成

街区内部の整備

計画策定・ソフト対策

耐震改修・防火改修等
改修、建替え、除却(交付率:11.5％等)

密集住宅市街地において、老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住環境改善、
防災性の向上等を図るため、住宅市街地の再生・整備に対して総合的に支援を行う。



○住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）の基幹事業（地域防災力向上事業、地区公共施設整備（防災

関連施設）等）により支援し、ソフト対策の促進を図る

地域防災力の向上に資するソフト対策の内容と支援策

ソフト対策の区分 ソフト対策の内容

①家庭単位で設備等を備える取組
感震ブレーカーの設置促進

住宅用消火器の設置促進 等

②地域単位で防災機能の充実を図る取組

消防機能の充実
・消防水利の整備

・街角消火器、可搬式ポンプ、防火バケツ等の設置 等

防災関連施設の充実
・防災備蓄倉庫の整備

・耐震性貯水槽の整備 等

避難場所等の機能向上
・民地を活用した避難経路の確保

・避難場所、避難路のバリアフリー化 等

③地域防災力の実効性を高めるための取組

地域の防災情報の充実
・防災マップ、ハザードマップの作成

・災害時要援護者の名簿作成 等

防災訓練の実施 ・消火訓練、避難訓練 等

防災パトロールの実施

防災に関する人材育成
・地域防災リーダーの育成

・シンポジウム、戸別訪問等による防災意識の啓発 等

防災機能の維持管理
・地域住民による避難場所等の維持管理

・防災備蓄倉庫の防災備品の管理 等
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住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）等の活用状況
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○横浜市における補助制度活用事例
ー重点対策地域への購入費補助―

出典：横浜市感震ブレーカー等設置推進事業のご案内

○大阪市における補助制度活用事例
ー分電盤タイプの改修工事費補助―

出典：大阪市補助制度リーフレット

○高知市 ： 防災部局において、市域全域で分電盤タイプの設置費用の一部に対する補助を実施 ※社会資本整備総合交付金を活用



住宅業界団体や地方公共団体への働きかけの状況
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① 地震時の電気火災発生抑制のための感震ブレーカー普及への協力について（通知） 【令和８年１月30日】

○「首都直下地震の被害想定と対策について（報告書）」（令和７年12月19日中央防災会議防災対策実行会議首都直下地

震対策ワーキング）の公表を受けて、住宅業界団体に対して以下の協力を依頼

１．住宅取得者や住宅所有者等への情報提供

・感震ブレーカーの機能、種類、効果、必要性等について、普及啓発チラシや仕様書、説明資料等を通じた周知

２．新築住宅の設計段階や仕様設計における配慮

・住宅の電気設備の設計段階における感震ブレーカーの設置に関する施主への提案

・住宅の使用設定における感震ブレーカーの導入

３．住宅の保守点検、修繕、リフォーム時等における配慮

・分電盤の交換や電気設備の更新時のほか、住宅の保守点検や修繕、リフォーム時等における感震ブレーカー設置に関

 する住宅所有者等への提案

② 地震時の電気火災発生抑制のための感震ブレーカー普及への協力について（事務連絡） 【令和８年６月１２日】

○「首都直下地震緊急宅策推進基本計画」変更の閣議決定（令和８年6月12日）を受けて、住宅業界団体に対して更なる普

及促進に向けて、改めての協力を依頼

③ 感震ブレーカーの設置促進に関する今後の取組への協力について（通知） 【令和８年７月２７日】

○ 「首都直下地震緊急宅策推進基本計画」変更の閣議決定（令和８年6月12日）や「第１次国土強靭化実施中期計画」（令和

７年6月６日）の目標を踏まえ、危険密集市街地を有する地方公共団体の危機管理部局、密集市街地整備担当部局、消防

局等に対し、関係府省庁が連携した取組（※）への協力を依頼

※電気事業法に基づき、登録調査機関などが各家庭を訪問して電気設備の調査点検を行う際に、併せて、感震ブレーカー

の概要や必要性などを冊子でお知らせし、自治体の補助制度についても周知する取組

④ 「住宅防火・防災キャンペーン」の周知について（事務連絡） 【令和８年８月１４日】

○消防庁において実施する、住宅における火災予防の注意喚起及び住宅用火災警報器、感震ブレーカー、住宅用消火器、

エアゾール式簡易消火具、防炎品等の普及促進を目的とした「住宅防火・防災キャンペーン」について、地方公共団体の住

宅行政部局に対して周知し、住宅の防火・防災対策の普及啓発について協力を依頼
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